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序論
　今日の日本において，ラジオというメディアは
どれほどの重要性を持っているだろうか。数字の
面では，リスナー数や広告費の金額を参照して考
えることができる。リスナー数に関しては，
NHK ラジオ第 1 で最も聴かれている番組でさえ
聴取率は 2 % 程度であり，テレビと比較すると
極めて小さな値である1。広告費に関しては，
1959年にテレビを下回り，1964年に雑誌を下回り，
2004年にはインターネットに追い抜かれている2。
大災害の際にはコミュニティメディアとしてのラ
ジオへ注目が集まることがあるが，そうしたコ
ミュニティ FM に関しては，どのようにして長
期的な定着を図っていくのかという点が議論の途
上にある（小内 , 2010）。そのような現状に鑑み
れば，ラジオの存在感は相当に低下していると言
える。しかし災害時などに顕著となるように，ア
クセスの簡便性や情報発信の際の柔軟性といった
点でラジオはいまだ有用であり，ゆえに苦境に立
たされている状況にあるからこそ，ラジオが現在
のメディア環境においてどのような存在であるの
かを検証し，その重要性を確認することには，ラ
ジオの存続を図る上での意義が生じる。
　すでに述べたように，ラジオがオーディエンス
に対するカバレッジや経済的活動としての規模に
おいて，すなわちメディアとしての “ マス ” 性に
おいて有する存在感は，新聞やテレビやインター
ネットといった他メディアと比べてあまりにも小
さい。しかしメディアの重要性というものは，そ
れがどれほどマスであるかということのみによっ
て規定されるものではないだろう。規模として小
さなメディアであっても，社会にとっては重要な
存在たりえる。
　マスであることによる量的な重要性ではないと
すれば，その対概念はやはり質的な重要性という
ことになる。この場合の質というのは，発信され
るコンテンツのクオリティや，オーディエンス集
団に備わる様々な価値，といったものが考えられ
る。ラジオが量的な重要性を失ったとしても，そ
れがただちに質的な重要性を失うことにはつなが
らない。小規模とはいえ優れたコンテンツを発信
したり，少数とはいえ影響力の強いオーディエン
ス集団を擁していれば，重要なメディアとして存
在していくことが可能であるだろう。そこで本研
究では，ラジオの質的な重要性として，後者の
オーディエンス集団に着目した分析を試みる。も
しラジオリスナーというオーディエンス集団が何
らかの価値を有していることがわかれば，それは
失われつつあるマス性に替わるラジオの存在意義
として提示しうるものであるだろう。
　では，ラジオリスナーに何らかの特質が備わっ
ていると想定するとき，その由来をどこに求める
ことが可能であるだろうか。そこでひとつの着眼
点となるのが，ラジオによってなされるコミュニ
ケーションの性質である。後に詳しく述べるよう
に，ラジオはマス・メディアであると考えられて
きた一方で，そこでなされるコミュニケーション
はパーソナルなものであるということが論じられ
てきた。ラジオリスナーの集団的性質によってラ
ジオの重要性を考察する上で，ここが他のマス・
メディアと比較されるべき点となる。テレビなど
他のメディアに押されていく中で，ラジオはパー
ソナル・コミュニケーションとしての自らの持ち
味を見出してきたのであり，その過程は様々な場
で論じられている。しかしそうした見方が，歴史
的な記述やラジオの向かうべき方向性に関する議
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論をこえて，メディア研究における他の局面にま
で波及しているとは言いがたい。もしラジオが
パーソナル・コミュニケーションとしての性質を
備えているのだとすれば，そうしたコミュニケー
ションがもたらす様々な効果がラジオリスナーに
発現していると考えることができるだろう。そし
てパーソナル・コミュニケーションの効果がどの
ように現れるかという点は，コミュニケーション
効果研究の分野に豊富な蓄積がある。そのような
知見を導入することで，これまで語られてきた
パーソナル・コミュニケーションとしてのラジオ
という議論に，実証的な考察を加えることが可能
となるだろう。
　本論では，まずラジオのパーソナル・コミュニ
ケーション的性質に関する議論を整理する。そこ
から，パーソナル・コミュニケーションがどのよ
うな効果をもたらすと考えられるか，コミュニ
ケーション効果研究の知見によって考察する。そ
して得られた仮説をもとに，世論調査データを用
いてラジオリスナーの性質を検証するという手続
きを踏むこととする。
1. パーソナル・コミュニケーション
としてのラジオ
　ラジオは，新聞やテレビと並んでマス・メディ
アとして扱われることが多い。その理由として
は，テレビ以前の国民的メディアであったという
歴史的背景や，不特定多数に情報発信が可能な放
送メディアであるという媒体的性質，あるいは局
によって新聞社やテレビ局などといった大手メ
ディア企業との結びつきが強いという組織的現
状，などが考えられるだろう。そしてマス・メ
ディアとしての扱いのうちには，そこで行われて
いるのがマス・コミュニケーションであるという
強い含意が想定できる。
　しかし一方で，ラジオはパーソナル・コミュニ
ケーションであるという主張も存在する。時代的
な文脈としては，1950～60年代にラジオがお茶の
間の主役をテレビに譲り渡したことが重要な転機
である。この時期にスポンサーの関心がテレビに
移り，ラジオ局の経営は厳しくなっていった。そ
のような状況への対処としてリスナーに関する調
査が行われ，結果として取り入れられたのが，明
確な聴取者グループに特化した情報提供を行うと
いう「オーディエンス・セグメンテーション（聴
取者細分化）の考え」（NHK 放送文化研究所編，
2002, 208頁）であった。さらにその頃，持ち運
び可能なトランジスタラジオやカーラジオの普
及，住宅事情の改善を背景とした個室化の進展も
重なり，ラジオは場所を選ばずに一人で聴くメ
ディアとなっていった。これらの流れを踏まえ
て，1964年には日本民放連放送研究所が『ラジオ
白書』において「パーソナルなメディアとしての
ラジオ」「マス・パーソナル・コミュニケーショ
ン」（日本民間放送連盟放送研究所，1964, 32頁）
という方向性を提示している。
　つまりこの頃，デバイスとしてのラジオ機器が
個人化していくのにあわせ，そこで発信されるコ
ンテンツが明確なターゲットを想定したものと
なっていくという流れがあったのである。1960年
代後半における若者向け深夜番組の隆盛は，こう
した聴取スタイルの個人化を背景としている（加
藤，2009）。結果として，「若者たちには，同世代
の投書を聞くことで連帯感が生まれ，パーソナリ
ティーとリスナーとの間にテレビには見られない
親近感が出来ていった。ラジオを核にした疑似共
同体の出現を思わせるものであった」（NHK 放
送文化研究所編，2002, 209頁）という状況が生じ
ることとなった。
　以上のような文脈で，ラジオはパーソナル・コ
ミュニケーションとしての自らの持ち味を見出し
ていったのである。ラジオにおける話者をパーソ
ナリティと称するのも，そうした個人化および属
人化の表れであると言えるだろう。その結果，ラ
ジオのコミュニケーションは，パーソナリティを
中心としたコミュニティのようなものであると指
摘される（鈴木，2007; 長谷川，2011）。リスナー
からの投稿をパーソナリティが取り上げ反応を返
していくという双方向コミュニケーションのあり
方，そしてその中で卓越した投稿者が “ 職人 ” と
してリスナーとパーソナリティの双方に認知され
ていく過程などは，ラジオが一方向的なマス・コ
ミュニケーションの範疇に収まりきらない「参加
型コミュニケーション」（小川，2009）であるこ
とを示している。そしてまた，ラジオ番組を通じ
て，リスナー同士が実際に対面するようなコミュ
千葉　涼：パーソナル・コミュニケーションとしてのラジオとリスナーの性質
56
ニティを形成していくという流れも発生した（長
谷川，2011）。
　以上，ラジオが持っているとされるパーソナ
ル・コミュニケーション的性質についての議論を
整理してきた。送り手の戦略として，あるいは受
け手の実感として，ラジオはパーソナル・コミュ
ニケーションとして捉えられてきたという文脈が
存在する。こうした点が，新聞やテレビといった
他のマス・メディアと比較して特異な点であると
言えるだろう。では，一般的にはマス・メディア
に分類され，それゆえにマス・コミュニケーショ
ンとして扱われてきたラジオを，たどってきた経
緯に即してパーソナル・コミュニケーションとし
て再定位したとき，それはリスナーや社会に対し
てどのような意味を持つ媒体となるのか。
2. パーソナル・コミュニケーションの効果
　ラジオのパーソナル・コミュニケーション的性
質について分析するためには，コミュニケーショ
ン効果研究における知見を整理しておく必要があ
るだろう。ラジオがパーソナル・コミュニケー
ションの性質を備えているのであれば，そこには
マス・コミュニケーション効果とは異なる効果が
存在すると考えられるからである。
　1920年代以降，マス・メディアが受け手に対し
て大きな影響力を持つと考える強力効果論が注目
を集めてきた。その流れに一石を投じたのが，
Lazarsfeld らが発見した「コミュニケーションの
二段の流れ」理論である（Lazarsfeld, Berelson 
& Gaudet, 1944; Katz & Lazarsfeld, 1955）。これ
は，マス・メディアが受け手に対して直接的かつ
強力な効果を有するのではなく，オピニオンリー
ダーと呼ばれる重要な個人がコミュニケーション
の効果に影響を及ぼしているとする理論である。
マス・コミュニケーション効果研究において，
パーソナル・コミュニケーションに注目する視点
が獲得されたのである。
　この仮説は，オピニオンリーダーが何らかの意
図をもってフォロワーに影響力を行使するという
コミュニケーションを想定している。特定の意図
をもってなされる説得的コミュニケーションとい
う意味では，例えば選挙における後援会活動など
もこれにあたる。池田（1997）によれば，こうし
た「パーソナル・インフルエンス論は準拠集団や
第一次集団からの直接的かつ意図的な影響につい
て議論していた」（池田，1997, 101頁）。
　しかしこうしたパーソナル・インフルエンス論
は，テレビの普及というメディア環境の変化と，
それによる強力効果論の復権を背景として，しだ
いに後退していく（池田，1997, 100頁）。他方で
現れてきたのが，対人的な情報環境の効果に注目
するソーシャル・ネットワーク論（Huckfeldt & 
Sprague, 1987）であった。個人の意思決定に影
響を及ぼすのは，何らかの意図をともなった説得
的コミュニケーションだけではない。その人物が
置かれた人間関係のネットワークや情報環境が，
非意図的かつ偶発的に意思決定に影響を及ぼすこ
とも多い（池田，1997, 101頁）。例えば日常会話
における政府や政治家への批判的な言動などがこ
れにあたる。このように，意図的な説得的コミュ
ニケーションや，非意図的な偶発的コミュニケー
ションによって，パーソナル・コミュニケーショ
ンの効果は想定されるのである。
　整理すると，パーソナル・コミュニケーション
の効果はその発生の仕方によって次のように分類
できる。第一に，個人や準拠集団が直接的かつ意
図的な影響を与えるというもの（パーソナル・イ
ンフルエンス論）。第二に，対人ネットワークや
情報環境が偶発的かつ非意図的な影響を及ぼすと
いうもの（ソーシャル・ネットワーク論）である。
　コミュニケーション効果の発生については以上
のように考えられる一方で，その効果の内容に関
しても，特定の党派に対する方向性の有無という
点で分類が可能である。第一には，そうした党派
性なしに，政治参加や投票そのものの促進，ある
いは政治関心および後述する政治的有効性感覚
（political efficacy）の向上などという次元での効
果である。第二には，ある党派への支持や投票を
促す（あるいは抑える）方向に効果を及ぼす，党
派性を持った効果である（池田，2007, 141頁）。
　これらの分類により，パーソナル・コミュニ
ケーションの効果について以下のような類型を示
すことができる。（図 1 ）
① 政治参加や政治意識などの一般的な事柄にかか
わる，直接的かつ意図的な影響。具体的には，
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投票をはじめとする政治参加への呼びかけや，
政治関心を高めるための啓発的コミュニケー
ションが該当する。
② 特定党派への方向性をもつ，直接的かつ意図的
な影響。具体的には，後援会やオピニオン・
リーダーによる特定の政党や候補者への投票の
呼びかけなどが該当する。
③ 政治参加や政治意識などの一般的な事柄にかか
わる，情報環境による偶発的かつ非意図的な影
響。具体的には，社会関係資本の増大に伴う政
治関心や政治参加の向上が該当する（Putnam, 
2000; La Due Lake & Huckfeldt, 1998）。
④ 特定党派への方向性をもつ，情報環境による偶
発的かつ非意図的な影響。具体的には，情報環
境に存在する意見の同質性と，それによる同調
圧力といったバイアスが該当する（Beck, Dalton, 
Greene & Huckfeldt, 2002）。またNoelle-Neumann
の「沈黙の螺旋理論」もこれに含まれると考える
ことができるだろう（Noelle-Neumann, 1984）。
　では，ラジオがパーソナル・コミュニケーショ
ン的性質を持つと想定するとき，その効果は上記
の類型のうちに，どのように生じると考えられる
だろうか。
　まず，①政治参加や政治意識などの一般的な事
柄にかかわる，直接的かつ意図的な影響につい
て。ラジオパーソナリティが投票そのものの呼び
かけを行うということは頻繁に起こりうる。また
投票に限らず，ボランティアなどのより広範な政
治参加を促すことも十分に考えられる。これらの
呼びかけはマス・メディアとしての役割に基づい
て行われているものと考えるのが自然であろう
が，ラジオパーソナリティの言葉をパーソナルな
ものとして受け取るリスナーにとってはその限り
ではないだろう。よってラジオのパーソナル・コ
ミュニケーションは，意図的な形で政治参加への
効果を発揮するものと想定できる。
　次に，②特定党派への方向性をもつ，直接的か
つ意図的な影響について。ラジオは根本的に放送
メディアであり，ゆえに放送法の制約を受ける。
つまりそこには不偏不党や政治的公平の原則が存
在するのであり，ラジオパーソナリティによる特
定党派への方向性を持った意図的なコミュニケー
ションは（少なくとも明示的には）なされないと
考えるのが妥当だろう。また，そのような党派性
を伴うリスナーの意見も，番組編成上で遮断され
る可能性が高い。よってこの点での効果は，ラジ
オにおいては生じにくいと考えるべきである。
　続いて，③政治参加や政治意識などの一般的な
事柄にかかわる，情報環境による偶発的かつ非意
図的な影響について。この点については，ラジオ
がパーソナリティを中心としたコミュニティであ
ると考えれば，ソーシャル・ネットワークの理論
を用いて論じることが可能となる。ソーシャル・
ネットワーク研究では，対人ネットワークにおけ
る政治的コミュニケーションの頻度，ネットワー
クの規模，ネットワーク内の政治的知識の量とい
う 3 つの要素が増大することで，政治参加が促進
さ れ る と 考 え ら れ て い る（La Due Lake & 
Huckfeldt, 1998）。もしラジオ番組がひとつのコ
ミュニティとして，すなわちひとつの対人ネット
ワークとして機能するのであれば，これら 3 つの
要素はどのように推移するだろうか。ニュース番
組や情報番組の放送により，ラジオは個人に豊富
な政治的コミュニケーションを提供しうる。また
広範なリスナーを取り込むことによって，対人
ネットワークの規模は巨大なものとなりうる。そ
して巨大な規模を背景として，ネットワーク内に
は十分な政治的知識が流通しうる。番組に出演す
る専門家や，特定の領域に詳しいリスナーの投稿
などが，そのような政治的知識を供給しうる。つ
まりパーソナル・コミュニケーションとしてのラ
ジオは，ハイレベルな政治的コミュニケーション
を頻繁に行う巨大な対人ネットワークとして機能
するものと考えられるのであり，ゆえに政治参加
に対して非意図的で偶発的な効果を及ぼしうる。
また，社会関係資本の考え方によれば，コミュニ
ティへの参加は社会関係資本を高め，政治的有効
性感覚を高めうる（安野，2003; 安野，2005; 池田，
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直接的・意図的
　　　　　　　　①　　　　　　　②
党派性なし 党派性あり
　　　　　　　　③　　　　　　　④
偶発的・非意図的
図1：パーソナル・コミュニケーション効果の類型
2005）。よってラジオリスナーが番組の聴取をコ
ミュニティへの参加と捉えているのであれば，そ
れによる政治的有効性感覚の高まりが想定され，
それに伴い政治関心の増大も考えられる。
　最後に，④特定党派への方向性をもつ，情報環
境による偶発的かつ非意図的な影響について。無
意識的あるいは暗示的なパーソナリティの語りの
うちに，またリスナーから寄せられる投稿の行間
に，特定党派へのバイアスが織り込まれるという
事態はありえる。あるいは放送法や公職選挙法の
影響が相対的に弱まるであろう選挙期間外に，番
組全体の特定党派に対する態度が方向付けられて
いることも考えられる。よって党派性を持つ効果
は，非意図的かつ偶発的な形で，ラジオのパーソ
ナル・コミュニケーションに存在しうる。
　以上で見てきたパーソナル・コミュニケーショ
ンとしてのラジオの効果は，以下のように整理で
きる。まずラジオはリスナーの政治意識に対し
て，意図的にせよ非意図的にせよ，ポジティブな
影響を及ぼしうる。パーソナリティが積極的に呼
びかけることによって，あるいはリスナーも含め
たコミュニティ＝対人ネットワークが生み出す情
報環境の作用によって，政治関心や政治的有効性
感覚を高め，政治参加を促すという効果が生じう
るのである。一方，放送メディアであるという性
質上，特定の党派方向性を持つ効果は，少なくと
も意図的・明示的には起こりえない。しかしそれ
でもなお，ラジオで行われるコミュニケーション
が偶発的に，あるいは暗示的に，そうした党派方
向性を持つ効果を及ぼす可能性については存在し
ている。ラジオ番組の内容分析を用いるなどして
リスナーの党派性に対する効果を検証することも
可能であるが，そうした考察は別の機会に譲るこ
ととし，本研究は一般的な政治意識に注目して分
析を行う。
3. 分析
　ラジオをパーソナル・コミュニケーションとし
て捉えなおすと，以上のような効果を想定するこ
とができる。本章ではこれらの知見をもとに，ラ
ジオリスナーの政治的特性を検証する。ラジオが
パーソナル・コミュニケーションとして，これま
で検討してきたような効果を備えているのであれ
ば，それはリスナーの政治的特性として現れると
考えられるのである。そしてその特性をもって，
今日におけるラジオの存在意義を提示することが
可能ともなるだろう。
　前章の整理により，ラジオがパーソナル・コ
ミュニケーションとしての性質を持つと想定する
ならば，そこでは意図的，非意図的とにかかわら
ず，リスナーの政治参加や政治関心，政治的有効
性感覚を高めるものと考えられる。よって以下の
仮説が成り立つ。
仮説：ラジオリスナーは，非リスナーに比べ
て，政治関心・政治的有効性感覚・政治参加の
度合いが高い。
　この仮説を，明るい選挙推進協会が2007年参院
選に際して実施した「選挙に関する意識調査」の
データを用いて検証する。同調査には，選挙の際
に接触した情報源を尋ねる項目があり，その中で
ラジオが「報道」や「政見放送」などと細かく分
類されているというメリットがある。
3-1. 変数の説明
　まず，分析に用いる変数について説明する。本
研究で用いるのは独立変数である「ラジオ聴取」
と，従属変数である「政治関心」「政治的有効性
感覚」「政治参加」，および従属変数に関連する各
種の統制変数である。
　まず独立変数である「ラジオ聴取」の作業化，
すなわちリスナーと非リスナーの弁別を行う。本
研究では，以下の条件のいずれかに該当するケー
スを「ラジオ聴取あり」のリスナーグループと
し，それ以外を「ラジオ聴取なし」の非リスナー
グループとする。この分類の結果，1853ケース中
426ケースを「ラジオ聴取あり」に分類し，残り
1427ケースを「ラジオ聴取なし」に分類した。
・ 「Q12. 見聞きした選挙情報」について「候補
者の経歴放送（ラジオ）（INFO05）」「政党の
政見放送（ラジオ）（INFO06）」「政党のラジ
オスポット CM（INFO07）」「ラジオの選挙
報道（解説・評論を含む）（INFO08）」のい
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ずれかを挙げた。
・ 「Q28. 投票参加への呼びかけで見聞きしたも
の」について「ラジオスポット広告（MEISUI03）」
を挙げた。
・ 「Q31. SQ. 在外投票を知った媒体」に対して
「ラジオ報道（KNOW3）」を挙げた。
　続いて「政治関心」の作業化は，「Q2. 政治へ
の関心（POLINT）」および「Q3. 選挙への関心
（ELECINT）」によって行う。
　次に「政治的有効性感覚」の作業化を行う。
2007年の「選挙に関する意識調査」では，Q5が
政治的有効性感覚を尋ねる項目として設定されて
いる3。また先行研究の議論を踏まえると，Q7で
尋ねられているいくつかの項目も該当すると考え
られる4。
　ここで扱う政治的有効性感覚という概念は，
Campbell, Gurin & Miller(1954) によって提起さ
れ，その後 Balch(1974) やColeman & Davis (1976)，
Niemi, Craig & Mattei(1991) などによってさらな
る検討がなされている。そこでの要点は，この概
念はさらに 2 つの構成要素からなるということで
あった。すなわち，自分には政治をよく理解し参
加する能力があるということの信念（内的有効性
感覚 , internal efficacy）と，権力者や制度が市民
の要求に対して感度よく対応するという信念（外
的有効性感覚 , external efficacy）である。
　では，本研究で用いるデータにおいて，こうし
た政治的有効性感覚はどのように作業化できるだ
ろうか。Niemi, Craig & Mattei(1991) によれば，
内的有効性感覚と外的有効性感覚は具体的に次の
ような感覚として表される。
内的有効性感覚
　 政治や政府は，自分には理解できないほど複
雑である。
　自分は重要な争点をよく理解している。
　自分には政治参加をする資格がある。
　自分は官公庁で良い働きができる。
　 自分には政治や政府について十分に知識があ
る。
外的有効性感覚
　 政府の行いについて自分が言うことは何もな
い。
　公務員は人々の意見に注意を払わない。
　選挙は民意に対して感応的である。
　政府は民意に対して感応的である。
　また，政治的有効性感覚についての整理を行っ
た金（2012）は，市民が政府の政策や決定に対し
て影響を及ぼしうるということを信じる感覚を
「内的と外的のどちらに該当するのか合意が得ら
れていない項目」（144頁）であるとし，「内的と
外的の両方の側面に関わる指標」（146頁）として
考えている。
　以上の議論を踏まえ，2007年参院選の調査デー
タにおける質問項目より，政治的有効性感覚を次
のように作業化する。
内的有効性感覚
　 Q5-4. 政治とか政府とかは，あまりに複雑な
ので，自分には何をやっているのかよく理解
できないことがある（EFFICA4）
　 Q7-13. 候補者についてよくわからなかった
（ELECT13）
内的・外的有効性感覚
　 Q5-3. 自分には政府のすることに対して，そ
れを左右する力はない（EFFICA3）
　 Q7-10. 自分の一票が，日本の政治のあり方を
左右すると思えた （ELECT10）
外的有効性感覚
　 Q7-11. 選挙結果によって，生活や暮らしが左
右されるように思えた（ELECT11）
　 Q7-12. 選挙結果によって，日本の政治が左右
されるように思えた（ELECT12）
　最後の従属変数は「政治参加」である。これに
関しては，まず選挙における投票の有無によって
作業化を行う。また，Q20「政治参加・社会奉仕
活動」で挙げられている各種の参加行為につい
て，その度合いに基づきスコアを算出する。すな
わち設問にある16の項目について，「ア何度かあ
る」を 2 点，「イ一～二回ある」を 1 点，「ウ一度
もない」「わからない」「答えたくない／無回答」
を 0 点として，0 ～ 32点となる変数を作成する。
　統制変数としては，年齢・性別・学歴（中学校
卒，高校卒，高専と短大を含む大学卒）・職業と
いったフェイスシート項目と，ラジオ以外のメ
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ディアへの接触スコア（「Q12. 見聞きした選挙情
報」における，新聞・テレビ・雑誌・インター
ネットへの接触数），および社会関係資本として
加入している団体数スコア（「F9. 所属団体」で
挙げられた団体の数5）を用いる。
3-2. 分析と結果
　では，2007年参院選の調査データを用いて仮説
の検証を行う。はじめに，回答者を「ラジオ聴取
あり」のリスナーグループと「ラジオ聴取なし」
の非リスナーグループに分け，それぞれの従属変
数において，グループ間にどのような差が見られ
るかを確認していく。
　まず「ラジオ聴取」と政治関心との関連は，以
下のような結果となった。表 1 および表 2 より，
リスナーグループのほうが政治関心が高いことが
わかる。「非常に関心をもっている（もった）」層
での差が大きく，また「多少は関心をもっている
（もった）」層とあわせた割合もリスナーグループ
のほうが大きい。いずれのグループ間差異も統計
的に有意である。
　続いて「ラジオ聴取」と内的有効性感覚との関
表1：「政治への関心（POLINT）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
非常に関心をもっている 283(19.9%) 154(36.2%)
多少は関心をもっている 884(62.3%) 235(55.3%)
ほとんど関心をもっていない 209(14.7%) 31(7.3%)
全く関心をもっていない 44(3.1%) 5(1.2%)
合計 1420(100%) 425(100%)
χ2(df=3, N=1845)=57.7 (p<.01) 　Kendall’s tau c=-.15 (p<.01)
表2：「選挙への関心（ELECINT）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
非常に関心をもった 496(34.8%) 251(58.9%)
多少は関心をもった 676(47.5%) 138(32.4%)
ほとんど関心をもっていない 208(14.6%) 26(6.1%)
全く関心をもっていない 44(3.1%) 11(2.6%)
合計 1424(100%) 426(100%)
χ2(df=3, N=1850)=83.1 (p<.01) 　Kendall’s tau c=-.18 (p<.01)
表3：「政治とか政府とかは複雑なので理解できない（EFFICA4）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
そう思う 448(32.1%) 119(28.3%)
どちらかといえばそう思う 409(29.3%) 109(26.0%)
どちらともいえない 201(14.4%) 55(13.1%)
どちらかといえばそう思わない 141(10.1%) 61(14.5%)
そうは思わない 197(14.1%) 76(18.1%)
合計 1396(100%) 420(100%)
χ2(df=4, N=1816)=12.2 (p<.05)  Kendall’s tau c=.06 (p<.01)
表4：「候補者についてよくわからなかった（ELECT13）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
あてはまる 324(23.4%) 86(20.7%)
少しあてはまる 441(31.9%) 125(30.1%)
あまりあてはまらない 230(16.6%) 69(16.6%)
あてはまらない 387(28.0%) 135(32.5%)
合計 1382(100%) 415(100%)
χ2(df=3, N=1797)=3.6　n.s.
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連は，以下のような結果となった。表 3 と表 4 よ
り，どちらの項目も方向性としてはリスナーグ
ループの方が内的有効性感覚が高いという結果と
なっているが，「候補者についてよくわからな
かった」という項目については，結果が有意なも
のとなっていない。抽象的な政治や政府に対する
知識という点でリスナーグループは非リスナーグ
ループよりも自身の有効性を信じているというこ
とであるが，具体的な候補者の知識という点では
二つのグループ間に明確な差がなくなるというこ
とである。
　続いて，「ラジオ聴取」と内的有効性感覚と外
的有効性感覚の両方に関わる項目との関連は以下
のとおりである。まず表 5 より，「政府を左右す
る力はない」という項目については，ラジオリス
ナーと非リスナーの間に有意な差は存在しない。
一方で表 6 より，「自分の一票が，日本の政治の
あり方を左右すると思えた」という項目について
は，ラジオリスナーのほうが強い信念を抱いてい
るという結果が得られている。この結果の違いを
設問の文言から解釈するのであれば，ラジオリス
ナーの政治的有効性感覚は，政府という特定のア
表5：「政府を左右する力はない（EFFICA3）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
そう思う 397(28.7%) 109(26.2%)
どちらかといえばそう思う 257(18.6%) 84(20.2%)
どちらともいえない 279(20.2%) 73(17.5%)
どちらかといえばそう思わない 170(12.3%) 49(11.8%)
そうは思わない 281(20.3%) 101(24.3%)
合計 1384(100%) 416(100%)
χ2(df=4, N=1800)=4.7　n.s.
表6：「自分の一票が，日本の政治のあり方を左右すると思えた（ELECT10）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
あてはまる 238(17.4%) 86(20.8%)
少しあてはまる 307(22.4%) 111(26.8%)
あまりあてはまらない 398(29.1%) 101(24.4%)
あてはまらない 425(31.1%) 116(28.0%)
合計 1368(100%) 414(100%)
χ2(df=3, N=1782)=8.1 (p<.05)  Kendall’s tau c=-.05 (p<.05)
表7:「選挙結果によって，生活や暮らしが左右されるように思えた（ELECT11）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
あてはまる 196(14.3%) 75(18.2%)
少しあてはまる 304(22.2%) 109(26.4%)
あまりあてはまらない 348(25.5%) 96(23.2%)
あてはまらない 519(38.0%) 133(32.2%)
合計 1367(100%) 413(100%)
χ2(df=3, N=1780)=8.9 (p<.05)  Kendall’s tau c=-.06 (p<.01)
表8:「選挙結果によって，日本の政治が左右されるように思えた（ELECT12）」とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
あてはまる 294(21.8%) 125(30.0%)
少しあてはまる 445(32.9%) 142(34.1%)
あまりあてはまらない 266(19.7%) 72(17.3%)
あてはまらない 346(25.6%) 77(18.5%)
合計 1351(100%) 416(100%)
χ2(df=3, N=1767)=17.0 (p<.01)  Kendall’s tau c=-.09 (p<.01)
千葉　涼：パーソナル・コミュニケーションとしてのラジオとリスナーの性質
62
クターへの影響力という点ではなく，より広く政
治のあり方一般に対する影響力という点でより高
く現れる，と考えることができるだろう。
　続いて「ラジオ聴取」と外的有効性感覚との関
連は，以下のような結果となった。表 7 および表
8 より，いずれの項目も，リスナーグループのほ
うが高い外的有効性感覚を示していることがわか
る。つまり，民意に対する政治の感度について，
ラジオリスナーは非リスナーよりも信頼を置いて
いるということである。また，いずれの結果も統
計的に有意である。 2 つの結果を比較すると，選
挙結果に対する感度についてのリスナーの有効性
感覚は，身近な生活や暮らしという次元よりも，
日本の政治という広い次元でより高く現れるとい
える。
　まとめると，ラジオリスナーの政治的有効性感
覚は，非リスナーと比較して高いものであった。
項目によっては有意な結果が得られていないもの
の，少なくとも非リスナーグループよりも有効性
感覚が低いという結果はいずれの項目にも見られ
ない。さらに細かく見ると，ラジオリスナーの有
効性感覚は次のように捉えられる。具体的な候補
者に関する知識という点よりも，抽象的な政治や
政府に関する知識という点で，自身の有効性を信
頼している。また市民の影響力は，政府への明確
な圧力としてよりも，政治のあり方そのものへ向
かう力として信じられている。そして民意に対す
る応答は，身近な生活や暮らしを左右するより
も，より広く日本の政治を左右するものであると
いう感覚を抱いている。
　そして最後に「ラジオ聴取」と各種の政治参加
との関連は，以下のような結果となった。表 9 お
よび表10より，投票を含めた各種の政治参加に関
して，リスナーグループのほうがより積極的であ
るという有意な結果が得られた。
　以上の結果を整理すると，単純なグループ間比
較のレベルでは「ラジオリスナーは，非リスナー
に比べて，政治関心・政治的有効性感覚・政治参
加の度合いが高い」という仮説が概ね支持されて
いる。これらの特徴は政治的に望ましいものであ
り，ラジオリスナーの有する特性として，ひいて
はラジオという媒体の重要性として示しうるもの
であるだろう。ラジオによる情報発信は，政治意
識の高いリスナーによって受容されているという
ことである。
　しかしこの結果からでは，ラジオ聴取がこうし
た政治意識を醸成したのか，あるいは単にリス
ナーグループに各種の政治意識を高める要因が備
わっているだけであるのかを論じることはできな
い。本論では，こうしたリスナーの特性を説明す
る要因として，ラジオのパーソナル・コミュニ
ケーション的性質による効果を想定してきた。
よって，他の変数を統制してもなお，政治関心や
有効性感覚や政治参加がラジオ聴取に伴って高ま
るのかについても検証を試みる。なお，各統制変
数とラジオ聴取の間には付録表 1 ～ 6 に示したと
おりの関連がある。
　まず年齢に関しては，リスナーグループと非リ
スナーグループの間で統計的に有意な差は存在し
ない（付録表 1 ）。一般的にはリスナーの高齢化
や若年層のラジオ離れなども指摘されているが，
少なくとも本データのうちにそういった偏りは見
られないということである。また性別に関して
は，両グループ間で男女比率がほぼ逆転してお
り，リスナーグループに男性が多いという有意な
差となっている（付録表 2 ）。
　学歴は，リスナーグループのほうが中学卒が少
なく大学卒が多いという傾向が見られるものの，
表9：2007年参院選における投票の有無とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
投票した 1161(81.4%) 373(87.6%)
投票しなかった 266(18.6%) 53(12.4%)
合計 1427(100%) 426(100%)
χ2(df=1, N=1853)=8.8 (p<.01)  φ =.07 (p<.01)
表10：政治参加スコアのグループ間比較
平均値（聴取なし） 平均値（聴取あり） t 検定
4.4 5.9 p<.01
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その差は有意なものではない（付録表 3 ）。一方
で職業に関しては両グループの間に有意な違いが
現れている（付録表 4 ）。内訳を見ると，リス
ナーグループでは公務員を除く雇用と自営業が多
くなり，逆に非リスナーグループには主婦と無職
が多い。
　最後にメディア接触スコアと団体参加スコア
は，どちらもリスナーグループのほうが高いとい
う結果となった（付録表 5, 6 ）。ラジオリスナー
は，ラジオ以外のメディアへの接触についても，
非リスナーより豊富である。また各種の社会的な
団体への参加について，ラジオリスナーは非リス
ナーよりも積極的である。
　以上の結果を踏まえ，統制変数を投入して各従
属変数について回帰分析を行った（なお分析にあ
たっては，係数の符号を解釈しやすくするために
各変数の方向性を統一している）。はじめに，表
11は政治への関心および選挙への関心についての
順序ロジスティック回帰分析結果である。まず政
治への関心について結果を見ると，職業を除き，
すべての独立変数が有意な相関を示している。年
齢が上がるほど，教育程度が高いほど，多くのメ
ディアに接触しているほど，社会的団体への参加
が積極的であるほど，政治への関心は高まる。ま
た，男性のほうが女性よりも政治関心が高い。そ
してこれらの要因を統制してもなお，ラジオリス
ナーのほうが非リスナーよりも政治関心が高い。
ラジオリスナーの高い政治関心は，リスナーグ
ループが備える何らかの特性によるものではな
く，ラジオ聴取そのものと関連があるのだと考え
られるだろう。また選挙への関心でも，大学卒と
高校卒の間に有意な違いが見られなくなっている
以外は同様の結果となっている。こちらでもやは
り，ラジオ聴取が選挙への関心と有意な相関を
持っている。
　一方で，いずれの職業も政治や選挙への関心と
は有意な相関を示していない。ラジオリスナーは
自営業やドライバーなど特定の職業との親和性が
語られることがあるが，リスナーの高い政治関心
はそうした職業的偏りによるものではないという
ことである。
　続いて，政治的有効性感覚についての分析を行
う。ここでは，内的有効性感覚，内的・外的の両
方にかかわる有効性感覚，外的有効性感覚の各指
標について，それぞれ順序ロジスティック回帰分
析を行った。まず表12は内的有効性感覚を従属変
数とする順序ロジスティック回帰分析の結果であ
る。政治関心とは違い，内的有効性感覚において
はラジオ聴取が有意な結果を示さなかった。どち
らの指標にも一貫して内的有効性感覚を高める方
向に作用しているのは，加齢と高校卒以上の学
歴，豊富なメディア接触である。性別について
表11：「政治への関心」「選挙への関心」の順序回帰分析結果
政治への関心 選挙への関心
ラジオ聴取 .598** (.117) .741** (.115)
年齢 .028** (.004) .025** (.004)
性別：女性 -.665** (.117) -.525** (.109)
中学校卒 -1.219** (.155) -.904** (.147)
高校卒 -.445** (.112) -.204 (.108)
職業：雇用（公務員） -.247 (.865) .003 (.815)
職業：雇用（非公務員） -.500 (.842) -.133 (.792)
職業：自営 -.395 (.851) .098 (.802)
職業：家族従業 -1.182 (.869) -.329 (.818)
職業：その他 -.648 (1.023) .019 (.969)
職業：学生 -.908 (.952) -.305 (.896)
職業：主婦 -.435 (.845) -.076 (.794)
職業：無職 -.689 (.848) -.319 (.797)
メディア接触スコア .159** (.026) .211** (.026)
団体参加スコア .249** (.050) .144** (.048)
N 1831 1836
Cox & Snell の疑似 R2乗 .159 .153
Nagelkerke の疑似 R2乗 .184 .173
**p<.01 カッコ内は標準誤差
表12：内的有効性感覚の順序回帰分析結果
EFFICA4 ELECT13
ラジオ聴取 .084 (.103) .028 (.105)
年齢 .011** (.004) .024** (.004)
性別：女性 -.718** (.104) -.448** (.104)
中学校卒 -1.157** (.141) -.478** (.139)
高校卒 -.439** (.099) -.068 (.101)
職業：雇用（公務員） -.491 (.763) -.812 (.861)
職業：雇用（非公務員） -.652 (.743) -.792 (.843)
職業：自営 -.708 (.751) -.798 (.852)
職業：家族従業 -.994 (.772) -.997 (.867)
職業：その他 -.974 (.911) -.512 (.990)
職業：学生 -1.357 (.848) -.488 (.932)
職業：主婦 -.839 (.746) -.651 (.846)
職業：無職 -.861 (.748) -.853 (.849)
メディア接触スコア .077** (.023) .076** (.023)
団体参加スコア .084 (.044) .176** (.045)
N 1803 1784
Cox & Snell の疑似 R2乗 .105 .075
Nagelkerke の疑似 R2乗 .110 .080
**p<.01 カッコ内は標準誤差
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は，どちらの項目でも男性より女性のほうが内的
有効性感覚が低いという結果となっている。また
積極的な団体参加は，「候補者についてよく理解
している（ELECT13）」という有効性感覚のみと
相関を示している。なお政治関心と同様に，各職
業は有意な結果を示していない。
　次に表13は内的と外的の双方に関わる有効性感
覚を従属変数とする順序ロジスティック回帰分析
の結果である。内的有効性感覚と同様に，ラジオ
聴取はそれぞれの指標と有意な相関を示していな
い。これらの有効性感覚を一貫して高めているの
は，高校卒以上の学歴と，豊富なメディア接触や
団体参加への積極性である。年齢は「自分の一票
が，日本の政治のあり方を左右すると思えた
（ELECT10）」という感覚を高めるものの，「自分
には政府のすることに対して，それを左右する力
はない（EFFICA3）」という感覚を弱めてはいな
い。また高校卒と大学卒の違いは，政府への影響
力という点だけに現れた。性別については，政府
への影響力という点で男性のほうが高い有効性感
覚を持っている。
　最後に表14は外的有効性感覚を従属変数とする
順序ロジスティック回帰分析の結果である。「選
挙結果によって，日本の政治が左右されるように
思えた（ELECT12）」の項目のみ，ラジオ聴取に
ともなって高まるという有意な結果が現れた。そ
の他の要因としては，年齢，高校卒以上の学歴，
メディア接触，団体参加が正の効果を示してい
る。性別では，女性のほうが低いという結果と
なった。職業はいずれも有意な結果を示していな
い。
　もう一方の「選挙結果によって，生活や暮らし
が左右されるように思えた（ELECT11）」という
項目では，ラジオ聴取との有意な相関は見られな
い。高校卒以上の学歴，メディア接触，団体参加
が ELECT12と同様の結果を示しているが，年齢
との相関は消えている。特徴的なのは，主婦と無
職の場合に有効性感覚が低下するという結果であ
る。民意と生活と政治とが結びついているという
観念が，これらの立場においては希薄ということ
である。
　以上の結果をまとめると，ラジオリスナーに備
わる高い政治的有効性感覚については，ラジオ聴
取そのものとの関連はほとんど見られないと言え
る。ラジオがパーソナル・コミュニケーションの
機会を提供することによりリスナーの政治的有効
性感覚が高まる，という仮説は成立しないと考え
るべきだろう。
　では，ラジオリスナーの政治的有効性感覚はど
のような由来で高まっているのか。今回用いた変
数のうち，有効性感覚との相関を示すことが多
かったのは年齢，性別，学歴，メディア接触と団
表13：内的・外的有効性感覚の順序回帰分析結果
EFFICA3 ELECT10
ラジオ聴取 -.027 (.103) .108 (.104)
年齢 -.005 (.004) .016** (.004)
性別：女性 -.400** (.103) -.185 (.104)
中学校卒 -.808** (.138) -.420** (.139)
高校卒 -.234* (.098) -.095 (.101)
職業：雇用（公務員） -.551 (.758) -.474 (.832)
職業：雇用（非公務員） -.717 (.738) -.826 (.813)
職業：自営 -.891 (.746) -.662 (.820)
職業：家族従業 -1.126 (.767) -.729 (.838)
職業：その他 -1.044 (.901) -.279 (.962)
職業：学生 -.927 (.837) -.361 (.907)
職業：主婦 -.627 (.740) -.743 (.816)
職業：無職 -.779 (.743) -.542 (.818)
メディア接触スコア .076** (.023) .093** (.023)
団体参加スコア .138** (.044) .205** (.045)
N 1787 1770
Cox & Snell の疑似 R2乗 .062 .066
Nagelkerke の疑似 R2乗 .065 .070
*p<.05 **p<.01 カッコ内は標準誤差
表14：外的有効性感覚の順序回帰分析結果
ELECT11 ELECT12
ラジオ聴取 .165 (.105) .225* (.105)
年齢 .005 (.004) .012** (.004)
性別：女性 -.208* (.105) -.270* (.105)
中学校卒 -.411** (.141) -.595** (.141)
高校卒 -.158 (.101) -.173 (.101)
職業：雇用（公務員） -1.327 (.847) -.877 (.953)
職業：雇用（非公務員） -1.604 (.829) -1.022 (.938)
職業：自営 -1.618 (.836) -.987 (.944)
職業：家族従業 -1.546 (.853) -1.027 (.960)
職業：その他 -.851 (.975) -.718 (1.072)
職業：学生 -1.348 (.921) -.652 (1.019)
職業：主婦 -1.724* (.832) -1.130 (.941)
職業：無職 -1.678* (.834) -1.125 (.942)
メディア接触スコア .085** (.023) .126** (.023)
団体参加スコア .181** (.045) .246** (.046)
N 1768 1755
Cox & Snell の疑似 R2乗 .044 .076
Nagelkerke の疑似 R2乗 .047 .082
*p<.05 **p<.01 カッコ内は標準誤差
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体参加である。このうち，ラジオリスナーが集団
としてもっていた特徴は，男性が多いというこ
と，メディア接触が豊富であること，そして団体
参加に積極的であることであった。これらの性質
はいずれも有効性感覚を高める方向に働くもので
ある。ゆえに，ラジオリスナーグループに備わる
以上のような特徴が，彼らの政治的有効性感覚の
高さを説明するということが考えられる。
　それ以外に，政治参加との関連は考慮に値する
だろう。Coleman & Davis（1976）は政治的有効
性感覚に関して，時の政治に対する評価が外的有
効性感覚を規定し，その外的有効性感覚や他の社
会経済的要因によって政治参加が促されることで
内的有効性感覚が高まる，という流れを示してい
表15：「投票の有無」のロジスティック回帰分析結果
Exp（β）の95% 信頼区間
β 標準誤差 Exp（β） 下限 上限
ラジオ聴取 .320 .175 1.377 .978 1.939
年齢 .034** .005 1.035 1.024 1.045
性別：女性 -.502** .150 .605 .451 .811
中学校卒 -.835** .216 .434 .284 .662
高校卒 -.231 .156 .793 .584 1.077
職業：雇用（公務員） .954 .968 2.596 .389 17.320
職業：雇用（非公務員） .971 .929 2.640 .427 16.323
職業：自営 1.246 .957 3.476 .533 22.669
職業：家族従業 1.158 .971 3.177 .474 21.314
職業：その他 2.114 1.409 8.283 .523 131.070
職業：学生 1.249 1.047 3.485 .448 27.133
職業：主婦 1.572 .937 4.814 .768 30.191
職業：無職 1.100 .943 3.004 .473 19.068
メディア接触スコア .094* .038 1.099 1.020 1.183
団体参加スコア .504** .086 1.656 1.399 1.960
N 1839
Cox & Snell の疑似 R2乗 .096
Nagelkerke の疑似 R2乗 .161
*p<.05 **p<.01
表16：「政治参加スコア」の重回帰分析結果
β r
ラジオ聴取 .099** .156**
年齢 .187** .219**
性別：女性 -.086** -.137**
中学校卒 -.087** -.023
高校卒 -.020 .033
職業：雇用（公務員） .071 .007
職業：雇用（非公務員） .167 -.083**
職業：自営 .168 .165**
職業：家族従業 .066 -.016
職業：その他 .026 -.003
職業：学生 .020 -.073**
職業：主婦 .106 -.048*
職業：無職 .110 .050*
メディア接触スコア .088** .178**
団体参加スコア .341** .408**
N 1839
R2乗 .236
調整済み R2乗 .230
*p<.05 **p<.01
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る。ラジオ聴取と政治参加への積極性に関連があ
るのであれば，それが政治的有効性感覚にも影響
を及ぼしていることが考えられる。
　では，ラジオ聴取と投票をはじめとする政治参
加にはどのような関連があるのか。表15および表
16は，投票の有無や政治参加の度合いを従属変数
とする回帰分析の結果である。投票に関しては，
ラジオリスナーが非リスナーよりも有意に積極的
である，という結果にはならなかった（表15）。
投票を促すのは，加齢，高校卒以上の学歴，豊富
なメディア接触，積極的な団体参加である。ま
た，女性よりも男性のほうが投票に積極的であ
る。なお職業間では，投票の有無に関する差異は
見られない。
　一方，ボランティアなどのより広範な政治参加
の度合いについては，ラジオ聴取が有意な正の相
関を示している（表16）。年齢や高校卒以上の学
歴，メディア接触や団体参加とあわせて，ラジオ
聴取は各種の政治参加を促すという結果である。
　以上の結果を整理すると，ラジオ聴取自体は政
治や選挙への高い関心，広範な政治活動への積極
的な参加といった特性と関連を持つ。一方で，ラ
ジオ聴取は政治的有効性感覚や投票への参加に対
して直接の相関を持ってはいない。ラジオリス
ナーは高い政治的有効性感覚や積極的な投票参加
という特性を持ってはいるが，それはラジオ聴取
によるものというよりも，リスナーが持つ他の要
因に由来するものと考えるのが妥当だろう。年齢
や性別，学歴，メディア接触や団体参加といった
有効性感覚や投票に相関のある要因のうち，リス
ナーに見られたのは性別とメディア接触，団体参
加の点での特徴である（付録表 1 ～ 6 参照）。つ
まり，男性が多くメディア接触や団体参加に積極
的であるというリスナーの特徴が，政治的有効性
感覚の高さや投票への積極性に表れたと考えるこ
とができる。
結論
　本研究は，マス・メディアでありながらパーソ
ナル・コミュニケーション的性質を持っていると
論じられてきたラジオについて，その効果をコ
ミュニケーション研究の知見をもとに整理し，そ
こに現れるリスナーの性質をもって今日における
ラジオの重要性を提示することを試みた。ラジオ
におけるパーソナル・コミュニケーション的性質
は，テレビなど他のメディアにオーディエンスを
奪われていく過程で，デバイスの小型化や社会状
況の変化を背景とし，ラジオ制作現場が戦略的に
取り入れようとしてきたものである。そしてパー
ソナル・コミュニケーションについては，コミュ
ニケーション効果研究のなかで，人々の政治意識
や投票行動に関してどのような影響を及ぼしうる
かという知見の蓄積がある。そこで2007年参院選
に関するデータを用い，ラジオを通じてパーソナ
ル・コミュニケーションに接触していると考えら
れるリスナーが，政治的にどのような性質を持っ
ているのかを実証的に分析した。
　パーソナル・コミュニケーションの効果に関す
る議論を整理した結果，リスナーに現れると想定
された性質は，政治的関心や政治的有効性感覚の
高さ，および政治への積極的な参加である。分析
の結果，リスナーと非リスナーのグループ間比較
においては，想定通りの結果が得られている。ラ
ジオリスナーは非リスナーに比べて，政治や選挙
に高い関心を払っている。また自身や市民の政治
に対する有効性と，民意に対する政府の感度を信
じている。そして投票をはじめとする各種の政治
参加に対して積極的である。このような特性を持
つリスナーに聴かれているということが，今日に
おけるラジオの重要性であるといえるだろう。ラ
ジオにおいて発信される情報は，規模として巨大
なオーディエンスに届くわけではないが，少数と
はいえ政治意識の高い人々に受容されているので
ある。
　ただし，そうしたリスナーの政治的特性が，ラ
ジオ聴取によって醸成されたものであるのか，あ
るいはリスナーグループが持つ他の特徴に由来す
るものであるのか，という点は慎重に判断する必
要がある。ラジオの特性は，放送媒体でありなが
らパーソナル・コミュニケーションが行われる，
マス・パーソナル・コミュニケーションという点
にある。そこで新聞やテレビといった他メディア
によるマス・コミュニケーションと，ラジオによ
るマス・パーソナル・コミュニケーション，およ
び団体参加による直接的なパーソナル・コミュニ
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ケーションとを比較する必要がある。統制変数を
投入した分析の結果，他メディアへの接触（マ
ス・コミュニケーション）や団体への参加（パー
ソナル・コミュニケーション）が各種の政治的性
質と一貫した相関を示している一方で，ラジオ聴
取（マス・パーソナル・コミュニケーション）に
は政治や選挙への関心と，多様な政治参加への積
極性との関連が見られる。つまりラジオは，限定
的ながらマス・メディアや直接的な対人接触とは
異なる効果をもたらしていると考えられる。ま
た，政治的有効性感覚の高さや投票への積極性と
いった特性は，性別や他メディアへの接触といっ
た点でリスナーグループが有している特徴に由来
すると考えられる。
　なお本研究の分析からは，政治への関心が高い
からこそ，ラジオを含む多様な媒体で情報収集を
行うというような逆の因果関係を想定しうる。ゆ
えに今後の課題として，共分散構造分析などを用
付録
付録表1：年齢のグループ間比較
平均値（聴取なし） 平均値（聴取あり） t 検定
54.89 54.01 n.s.
付録表2：性別とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
男性 623(43.7%) 244(57.3%)
女性 804(56.3%) 182(42.7%)
合計 1427(100%) 426(100%)
χ2(df=1, N=1853)=24.4 (p<.01)  φ =.12 (p<.01)
付録表3：学歴とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
中学校卒 273(19.3%) 69(16.3%)
高校卒 607(42.9%) 179(42.2%)
大学卒 535(37.8%) 176(41.5%)
合計 1415(100%) 424(100%)
χ2(df=2, N=1839)=2.8　n.s.
付録表4：職業とラジオ聴取のクロス表
聴取なし 聴取あり
職業：雇用（公務員） 72(5.1%) 24(5.6%)
職業：雇用（非公務員） 516(36.4%) 175(41.1%)
職業：自営 148(10.4%) 65(15.3%)
職業：家族従業 57(4.0%) 17(4.0%)
職業：その他 9(0.6%) 3(0.7%)
職業：学生 16(1.1%) 5(1.2%)
職業：主婦 317(22.3%) 79(18.5%)
職業：無職 284(20.0%) 58(13.6%)
合計 1419(100%) 426(100%)
χ2(df=1, N=1845)=18.2 (p<.05)  Cramer’s V=.10 (p<.05)
付録表5: メディア接触スコアのグループ間比較
平均値（聴取なし） 平均値（聴取あり） t 検定
2.43 3.35 p<.01
付録表6：団体参加スコアのグループ間比較
平均値（聴取なし） 平均値（聴取あり） t 検定
0.95 1.13 p<.01
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いて，ラジオ聴取とその他の集団的特徴および政
治的性質とがどのような因果的構造をもって関連
しているのかを検証する必要があるだろう。さら
に，今回見られた結果は2007年の調査データによ
るものであるため，時期をひろげて検証する必要
もある。まず，今回用いたデータの以前，以後に
おいて同様の結果が見られるのかという分析を行
う余地がある。または，世代によってラジオリス
ナーの特性が強く出るのかという視点もある。若
者向け深夜番組の全盛期にラジオを聴いていたリ
スナーはより強くラジオのコミュニティ性を感じ
ている，といった差異が想定しうるからである。
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［注］
 1 NHK 放送文化研究所編『放送研究と調査』2013年 3
月号「テレビ・ラジオ視聴の現況」より。
 2 電通ホームページ「広告景気年表」（2013年10月 7 日
ア ク セ ス ） よ り。http://www.dentsu.co.jp/books/ad_
nenpyo/index.html
 3 「次に，国民と政治とのかかわり合いについての意見
を読みあげます。それぞれについてのあなたのお気持ち
を，この中から 1 つずつあげてください」という質問。
 4 「今回の参議院選挙についてお伺いします。次の 1 ～
13は，今回の選挙にどの程度あてはまりますか，あるい
はあてはまりませんか。それぞれについて，この中から
1 つずつあげてください」という質問。
 5 所属団体数を社会関係資本の指標として扱っている例
としては安野・池田（2002）が挙げられる。
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